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－地公三者共闘　人事委員会の６月一時金0.2月分凍結勧告に抗議－


道人事委員会、夏季一時金0.2月凍結勧告を強行

－地公三者共闘　人事委員会の6月一時金0.2月分凍結勧告に抗議－
	本日（５月11日）、道人事委員会は知事及び道議会議長に対して、６月の一時金に関して、支給月数の0.2月分を凍結する内容の勧告を行った（別添「勧告の概要」参照）

　これらを踏まえ、地公三者共闘（全道庁労連、北教組、自治労道本部）は、本日、「声明」を発し、今回の勧告について強く抗議を行った。


道人事委員会は、民間企業の春季賃金改定において夏季一時金が大幅に減少していることがうかがえるとして、特別調査の結果、民間の夏季一時金の支給率が前年と比較しマイナス9.6％となったことから、①道内民間との特別給に大きな乖離があることは適当ではない、②12月期の特別給で１年分を調整する場合、大きな減額となる可能性もある、との理由から暫定的に６月の一時金において0.2月分を凍結することが適当と勧告した。

このことは、地公三者共闘が、これまで再三にわたって①今回の動きは政府与党の公務員賃金引き下げの動きを背景にしたもので、労働基本権制約の代償機関が政治からの圧力に屈することは極めて問題、②調査が一時金の減額率しか反映していないもの、調査実施企業の7割が未定でかつ、わずか66社のサンプルに基づいた精確性を欠くものであること、③11年に及ぶ道の独自削減措置が考慮されていない、④勧告が実施されれば民間企業の夏季一時金の相場に悪影響を与えること、⑤景気・雇用情勢がさらに深刻となるとの指摘をしてきたが、全く応えるものとはならなかった。よって、地公三者共闘会議は別紙のとおり「抗議声明」を発表した。
勧告後、地公三者共闘会議は、道教委及び道当局に対し要請行動を展開したが、道教委・道当局は、「人事委員会勧告を尊重することを基本としながら、勧告内容について検討して参りたい」との回答に止まり、地公三者の要求に対する明確な姿勢は示されていない。引き続き、明日（５月12日）は、道議会正・副議長、各会派への要請行動を行う予定となっている。

また、現段階においては道議会臨時会の開会日が固まっていないが、５月26日頃の開会が有力視されている。地公三者共闘会議は残された期間はわずかではあるが、任命権者との最終交渉を５月18日（月）とし、①ずさんな特別調査・勧告に基づく６月一時金の概算削減に反対し勧告を実施させないこと、②独自削減を考慮した一時金水準を確保すること－を目標として交渉を継続することとしている。
抗　　議　　声　　明
　北海道人事委員会は、本日、知事並びに北海道議会議長に対して、北海道職員の６月期一時金の一部を支給凍結する旨の臨時勧告を行った。

勧告にあたっては民間企業の春季賃金改定において夏季一時金が大幅に減少していることが伺えるとして異例な特別調査を実施し、その結果が昨年と比較して▲９．６％に及ぶことを明らかにした上で、６月期一時金のうち０．２月分の支給を凍結することが適当とする勧告を行ったものである。

　　今回の勧告は、そもそも政府与党の公務員賃金引き下げの動きを背景にしたもので、労働基本権制約の代償機関が政治からの圧力に屈したことは極めて問題である。

また、調査内容は民間企業におけるまだ支払われてもいない今年の夏季一時金が昨年に比べてどのくらい増減しているかのみに着目した全く杜撰なものであるばかりか、調査実施企業の7割が未定となっている状況下でわずか66社のサンプルに基づいて行われたものであり、これまで勧告に求められてきた科学性や精確性にはほど遠いものと言わざるを得ない。

公務員労働者は憲法で定められた労働基本権の一部が制約されており、その代償として人勧制度が設けられている。よって、我々北海道職員の賃金については、北海道人事委員会が３５０以上の事業所を直接訪問し、実際に支払われた給与や一時金を精確に調査し、公務員との給与との間に較差があれば年度当初（４月）に遡って是正するよう秋に勧告をしてきた。本年の民間一時金についても、これまでのルールの下で秋の勧告を経て適切に反映されるべきである。

　　さらに、北海道においては、11年に及ぶ給与の独自削減措置が講じられており、北海道職員は本来支給されるべき給与を受け取ることができず、家族も含めてその生活に多大な影響を被っている。今回の臨時勧告はこのことを全く考慮しない内容となっており、職員の生活実態から考えても到底納得できないものであると同時に、市町村に与える影響は多大なものがある。

　　今回の臨時勧告による削減が実施されれば、多くの道内民間企業の夏季一時金が未決着の中で、逆に公務員給与が民間企業の夏季一時金の相場に悪影響を与える結果となり、現在進められている景気対策にも逆行し、厳しい景気・雇用状況をさらに深刻な状況に追い込むことになる。

　　地公三者共闘会議は、北海道人事委員会がこれまでのルールをねじ曲げて勧告を強行したことに改めて抗議するものである。今後、勧告を受けた知事に対し取り扱いにあたっては我々と十分協議し、勧告を実施しないことを強く求めていく。
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